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GDP で世界全体の 34.1％、貿易（輸出）で 10.9％、EU はそれぞれ 28.1％と 38.0％、日本は
それぞれ 13.0％と 6.5％を占めている。（図 1 参照） このように、日・米・欧の比重の高さ
から日米欧の 3 極構造として捉える見方は、日本の驚異的な経済成長がピークとなった 1980
年代になってからのことである。特に、この頃の時期には日本の経済発展による欧米諸国との
貿易のアンバランスによる新たな経済摩擦を生み出した。それは 1989 年の日米構造協議に端 
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図１ 主要国・地域の世界 GDP 比と貿易比（2002 年度） 


























1298 億ドルと初めて 1000 億ドル台にのるほどの回復を果たした。そこで、主要な国・地域別
の直接投資の受け入れ動向をみることとする。（表 1－1、表 1－2 参照） 
ａ．中国 
1990 年代以降、中国はこの地域における最大の投資受入国となり、2000 年度の対内直






















－ 3 － 
表１－１ 主要国・地域の対内直接投資（国際収支ベース） 
（単位：100 万ドル、％） 




米 国 86,520 105,590 178,200 301,020 68.9 28.0 287,680 △4.4 22.6 
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日 本 200 3,200 3,268 12,308 276.6 1.1 8,227 △33.2 0.6 
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  注）世界、先進国、途上国、および東アジア以外の地域計は UNCTAD の推計値。各国の数値は IFS（IMF）。 
ただし、台湾、香港（96 年、97 年）、マレーシア、ベトナムの数値は WIR（UNCTAD）による。 
中東・アフリカ計にイスラエルは含まない。 
伸び率は前年比。BL＝ベルギー・ルクセンブルク。 
 出典）World Investment Report 2001 (UNCTAD) 
International Financial Statistics 2002 年 1 月号（IMF）等より作成。 
 
－ 4 － 
表１－２ 主要国・地域の対外直接投資（国際収支ベース） 
（単位：100 万ドル、％） 
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 注）世界、先進国、途上国、および東アジア以外の地域計は UNCTAD の推計値。 
各国の数値は IFS（IMF）。ただし、台湾、香港（96 年、97 年）の数値は WIR（UNCTAD）による。 
伸び率は前年比。BL＝ベルギー・ルクセンブルク。 
出典）World Investment Report 2001 (UNCTAD) 





魅力となる。まして、1990 年代以降の急速な経済発展は EU にとっても乗り遅れたく
ないという心理が働いたのは至極当然である。 
② 2000 年になって、欧米企業による中国への直接投資が、非常に活発化していること。 
例えば、スウェーデンのエリクソン社の 50 億ドルの 5 ヵ年計画、フィンランドのノ
－ 5 － 
キア社の 12 億ドル、アメリカのモトローラ社の 19 億ドルの投資、さらにドイツのシー
メンス社の 10 億ドル、イギリスのボーダフォン社も 26 億ドルの投資を発表している。 






製造業への投資が全産業の中で占める割合は、1997 年の 50％台から 2000 年には約
70％となった。なかでも、ハイテク製品の輸出が伸びており、外資系企業によるこの分
野の輸出額は。1996 年の 45 億ドルから 2000 年の 298 億ドル急増している。 





ｂ．アジア NIES 諸国 
アジア NIES 諸国（香港、韓国、台湾、シンガポール）の動向も注目すべきものであり、
アジア地域のなかでは相対的に対内直接投資が高かった。香港の対内直接投資は NIES 諸
国のなかで相対的に高い水準を示しており、1996 年の 105 億ドルから 2000 年の 644 億
ドルと約 6 倍強の伸びとなった。韓国の対内直接投資は、1997 年の 28 億ドルが 1998 年
の 54 億ドルに、1999 年には 93 億ドルと 3 倍強と急伸し、2000 年には前年度比 0.5％減
となったが、高い水準を維持している。台湾は、1996 年の 19 億ドルから 2000 年の 49
億ドルと約 2.5 倍の伸びとなった。シンガポールは、1997 年の 130 億ドルをピークに、
1998 年の 64 億ドルと減少傾向を示している。（表 2 参照） 
このように、アジア NIES 諸国の対内直接投資が急増した要因は、一つには欧米企業の
進出増加によるもので、特に、IT 関連企業と金融への投資が増加したためである。もう一
つには、1998 年の M&A に関する規制が緩和してから、M&A による直接投資が大幅に増
加したためである。（表 3 参照） 
ｃ．ASEAN4 カ国 
ASEAN4 カ国（タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン）についてみると、マレー
シアは、1996 年の 73 億ドルを最高に低下傾向にあるが、依然高い水準を維持している。 
－ 6 － 
表２ 中国・アジア NIES 諸国の対内直接投資（国際収支ベース） 
（単位：100 万ドル、％） 
































































出典）World Investment Report 2001 (UNCTAD) 





2000 年    2001 年 1～6 月  97 年 98 年 99 年 
 前年比 シェア 件数  シェア 件数 
世 界 340,546 616,602 841,677 1,220,854 45.1 100.0 9,245 361,060 100.0 3,727 
米 国 
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－ 7 － 
また、フィリピンは 1999 年に前年比 74.9％の落ち込みを経験したが、2000 年には 1998
年のレベルを回復した。反面、タイは 1998 年の 73 億ドルと過去最高を記録したが、翌年
には前年度比 15％減、2000 年には前年度比 45.8％減の 64 億ドルと急落したのである。
また、インドネシアでは、1996 年の 62 億ドルから 1997 年の 47 億ドルと急落し、1998
年以降大幅な流出が続いている。（表 4 参照） 





投資を 1999 年からの経済不振からの脱却のバネにすることができないでいる。 
 
表４ ASEAN の対内直接投資（国際収支ベース） 
（単位：100 万ドル、％） 
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出典）World Investment Report 2001 (UNCTAD) 
International Financial Statistics 2002 年 1 月号（IMF）等より作成。 
 
２．EU と日本の貿易動向と直接投資 
まず、EU と日本間の貿易収支の状況をみると、1970 年代以降から対 EU 貿易において出超
となり、1970－80 年の 10 年間に 6 億ドルが 89 億ドルと約 15 倍に、次の 1980－90 年の間に
は約 2 倍の 185 億ドルに達した。さらに 1990－2000 年の間も約 1.7 倍と高い水準を維持して
いる。（図 2 参照） 
こうした日欧間の貿易アンバランスは一体どこからきているかという点を検証してみると、
1 つには、日本製品の高品質と価格競争力の問題がある。もう 1 つには、日本と EU 間の輸出
品目にある。例えば、日本製品の輸出構成は、対アメリカが 28.5％、対 EU が 14.7％、対アジ
ア（アジア NIES 22.7％、ASEAN 9.3%）が 32%と示すように、日本の輸出は製品比率が極め
て高い。（図 3 参照） なかでも、日本の対 EU の商品輸出構成をみると、一般機器（25.46％）、
電気機器（23.51％）、輸送用機器（23.37％）と全体のうち 72.34％を占めている。（表 5 参
照） 
－ 8 － 
一方で、EU の対日商品別輸出構成をみると、日本の対 EU 向けの一般機器、電気機器、輸
送用機器と比べて、EU の対日向け機械機器は全体の 40.17％と相対的に低いことがわかる。
しかし、化学製品（22.89％）、食料品（10.02％）、繊維製品（4.98％）、原料品（3.45％）は相
対的に高くなっている。（表 6 参照） 
 
 








































輸出額 13 57 167 200 535 592 625 564 575 703 630 656 715 746 785 646 610
輸入額 7 34 78 89 350 318 313 301 355 488 494 449 391 428 470 447 436

































































占める対日直接投資は全体の 0.8％にすぎず、EU の対日直接投資の約 25％に相当する。（図 4
参照） さらに、主要国の対内直接投資をストックでみても、日本の対内直接投資の GDP に
占める割合は 1.2％と、イギリス（38.6％）、オーストラリア（29.5％）、カナダ（28.6％）、ア




また、日本の対外直接投資の推移をみると、1985 年の G5 を契機に翌年から 223 億ドルから






いる。（表 7 参照） 
表５ 日本の対 EU 商品別輸出（2002 年） 































総額 61,115,058 100.00 
出典）ジェトロ「貿易投資白書」2003 年度版よ
り作成。 
表６ EU の対日商品別輸出（2002 年） 

































－ 10 － 





出典）通商白書 2003 年度版。 
 
 












































－ 11 － 
表７ 日本の対外直接投資の推移と地域的構成 
（単位：100 万ドル、％） 
地 域 別 構 成 
 年 次 世 界
北米 欧州 アジア

















































































































































































































































































































－ 12 － 
は、1970 年代から 1980 年代にかけて、ヨーロッパも 2 度にわたるオイルショックの影響








M&A の活発化により、1996 年の 893 億ドルから 1999 年の 3,035 億ドルと約 3 倍強に拡
大して、世界直接投資額の 30.2％の占めている。1996 年以降、EU の対米直接投資はアメ
リカの対 EU 投資額を上回る傾向を示していたが、2000 年には減少に転じた。（表 8 参
照） このようにグローバルな競争戦略が展開するなかで、戦略的な提携関係の構築が不 
 
表８ 米国～EU 間および EU 域内における直接投資額の推移 
（単位：100 万ドル、％） 



















EU 域内計（b） 79,317 85,601 142,823 327,819 553,414 


























EU 域内計（b） 13.2 7.9 66.8 129.5 68.8 


























EU 域内計（b） 20.3 18.4 20.1 32.6 48.1 







世界の直接投資（c） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
 注）EU 域内の直接投資額は対外ベース。再投資利益を含まない。 
出典）（a）：Survey of Current Business（米国商務省）， 
   （b）：European Union Foreign Direct Investment Yearbook 2000 (EUROSTAT)， 
   （c）：World Investment Report 2001 (UNCTAD) 等より作成。 








パと中国との諸関係に対する長期政策｣注 4）が、1995 年に発表された。EU にも ASEAN
諸国との関係強化にも積極的に連携しようとする動きがみられ、1996 年に初めて EU と
アジア地域の首脳会合（ASEM）がバンコクで開催された。しかし、EU とアジア地域と













の撤廃が明記され、1988 年以降 4 回にわたる対日輸入数量制限撤廃のための日・EU 政
府間の非公式協議により、131 品目のうち 69 品目の撤廃が決定され、残りは漸次撤廃
されることになった。最終的に、EU の対日輸入数量制限が撤廃されたのは 1994 年の
ことであった。 
② 対 EU との貿易摩擦 
1980 年代に日・欧間の貿易アンバランスが拡大したが、これは 1982 年 10 月、日本
製 VTR の輸入制限が事の発端であった｡注 7）この結果、EU は「ジャパン・プロブレム」
を提起して、EU 外相理事会は 1985 年、1986 年と「対日宣言」を採択し。EU の対日
要求の即時実施を求めたのである。対日貿易アンバランスが改善されていないという
－ 14 － 





応えるものであったいえる。しかし、その後の経過をみると、EU は、日本と EU との
関係の現状について憂慮すべき日本の EU 軽視との認識をしていた。それ故に、新たな














EU 域内シェアを現状の 10％に抑えるように日本に輸出自主規制を求め、EU 車の日本
市場シェアを現状の 2.8％から 5％に引き上げるように日本の自動車市場の開放を要求
したのである。1991 年 7 月、日・EU 間においてフランス、イタリア、スペイン、ポル







－ 15 － 
ｃ．EU と ASEAN 諸国及び中国 
EU とアジア地域との関係は、極めて特異な形で展開しているといえる。そこで、こ
こでは ASEAN 諸国と中国との関係で検証してみる。 
① ASEAN 諸国との関係 
EU と ASEAN 諸国との関係は、1978 年 11 月のブリュッセルでの第 1 回 EU・ASEAN
閣僚会議の開催によって本格的に始まった。そして、1980 年のクアラルンプールでの第 2
回 EU・ASEAN 閣僚会議において協力協定が調印された。これは、EU・ASEAN 諸国間
における経済、通商、開発分野での協力関係の強化を目指したものであるが、基本的には












② EU の対中国政策 
1970 年代半ばから、EU と中国と関係は、経済、貿易、産業において急速な進展をみ
せていたが、天安門事件を機に一転して沈静化してしまった。しかし、1991 年の EU・






















① EU とアジア間の貿易動向 
2002 年における EU とアジア間の貿易収支をみると、貿易収支総額は 4,324.9 億ドルで、ア
ジアから EU 向けの輸出が大きく、EU との貿易収支は 546.1 億ドルの出超であった。図６が





きい。その他の品目では農産品が 6.94％で、なかでも食料品が 5.32％を占めている。（表９ 参
照） 一方、アジアから EU への商品輸出をみると、製造品が 89.18％で、機械・輸送機器が
53.20％と半分以上を占めており、なかでも事務機器・通信機器（29.29％）、その他機械・輸
送機器（16.56％）が重要な品目となっている。その他の品目では衣料品が 12.90％と高く、農
産品は 5.47％であった。（表 10 参照） これは、EU の企業が生産拠点をアジア地域や中東・
東欧諸国への移行を進めたためであり、特に、事務機器・通信機器においてはアジア地域との
相互依存が強まったと理解できる。 
2002 年度の EU の対アジア製造品貿易をみると、EU の対アジア取引で出超の品目は化学品
の 277 億ドル、その他機械・輸送機器が 159 億ドルに対して、入超の品目は事務機器・通信機
器が－522 億ドル、衣料品－178 億ドル、その他消費者向け商品－90 億ドル、繊維－42 億ド
ル、自動車製品－40 億ドルとなっている。（表 11 参照） 
 
－ 17 － 

















西欧からアジアへの輸出   単位：10 億ドル 2000 年 2001 年 2002 年 シェア 
（2002 年） 
農産品 14.54 13.66 14.44 6.94％ 
食料品 11.06 10.53 11.06 5.32％ 
原材料 3.47 3.13 3.38 1.62％ 
鉱産物 6.98 5.93 7.07 3.40％ 
鉱石その他鉱物 1.79 1.71 1.92 0.92％ 
燃料 1.32 1.18 1.82 0.87％ 
非鉄金属 3.87 3.05 3.33 1.60％ 
製造品 171.88 174.01 183.36 88.15％ 
鉄・鉄鋼 3.00 3.30 3.84 1.85％ 
化学品 28.54 28.67 31.40 15.09％ 
その他中間製品 18.31 17.12 18.94 9.10％ 
機械・輸送機器 93.76 96.10 97.86 47.04％ 
自動車製品 12.42 13.39 15.11 7.26％ 
事務機器・通信機器 30.66 28.31 23.83 11.46％ 
その他機械・輸送機器 50.68 54.40 58.91 28.32％ 
繊維 3.57 3.59 3.70 1.78％ 
衣料品 2.84 3.07 3.12 1.50％ 
その他消費者向け商品 21.86 22.15 24.50 11.78％ 
合  計 197.03 196.80 208.02 100.0％ 


















  2000 年
  2001 年
  2002 年
   261.84 
   236.50 
   243.55 
  181.10 
  179.92 
  188.94 
－ 18 － 
表 10 西欧・アジア間の商品貿易動向（西欧への輸入） 
アジアから西欧への輸出   単位：10 億ドル 2000 年 2001 年 2002 年 シェア 
（2002 年） 
農産品 14.33 13.84 14.19 5.47％ 
食料品 10.14 10.24 10.56 4.07％ 
原材料 4.19 3.60 3.64 1.40％ 
鉱産物 7.67 7.05 6.79 2.58％ 
鉱石その他鉱物 2.88 2.72 2.68 1.03％ 
燃料 3.15 2.73 2.72 1.05％ 
非鉄金属 1.65 1.61 1.39 0.54％ 
製造品 252.43 224.60 231.47 89.18％ 
鉄・鉄鋼 2.54 2.21 1.96 0.76％ 
化学品 13.53 13.55 13.94 5.38％ 
その他中間製品 15.19 14.61 15.20 5.86％ 
機械・輸送機器 157.09 134.27 138.07 53.20％ 
自動車製品 20.14 16.96 19.08 7.35％ 
事務機器・通信機器 88.80 74.91 76.02 29.29％ 
その他機械・輸送機器 48.15 42.40 42.97 16.56％ 
繊維 8.64 7.89 7.94 3.06％ 
衣料品 21.49 20.17 20.88 8.04％ 
その他消費者向け商品 33.95 21.91 33.49 12.90％ 
合  計 279.64 251.71 259.55 100.0％ 
出典）WTO, ITS 2003 
 
表 11 西欧の対アジア製造品貿易収支の動向 
単位：10 億ドル 
 2000 年 2001 年 2002 年
鉄・鉄鋼 0.46 1.09 1.88
化学品 15.01 15.12 27.66
その他中間製品 3.12 2.51 3.74
自動車製品 －7.72 －3.57 －3.97
事務機器・通信機器 －58.14 －46.60 －52.19
その他機械・輸送機器 2.53 12.00 15.94
繊維 －5.07 －4.30 －4.24
衣料品 －18.65 －17.10 －17.76
その他消費者向け商品 －12.09 －9.76 －8.99
出典）表９、10 より作成 
 
② EU の対アジア向け直接投資の動向 





ツ 20％、オランダ 16％、フランス 9％と続いている。（表 13 参照） さらに、これら４カ国







表 12 EU からアジア主要国の FDI の流れ 1998～2000 年 
単位：100 万 ECU/ユーロ 
 1998 年 1999 年 2000 年 
EU 外への FDI 198,235 285,408 326,983 
アジア主要国向 －234 13,380 13,706 
インド 680 552 463 
タイ 574 1,379 －264 
マレーシア 613 205 851 
インドネシア 234 170 69 
シンガポール －9,338 1,564 4,791 
フィリピン 1,153 1,383 5,094 
中国 599 2,126 4,080 
韓国 2,407 3,323 2,596 
台湾 －177 154 471 
香港 1,972 1,798 －5,327 
アジア① 5,137 6,837 2,535 
アジア② 2,339 2,972 5,685 
ASEAN －6,703 5,029 11,173 
出典）EUROSTAT, EU Direct Investment Yearbook 2002 
 


























EU 80,107 4,021 3,552 5,652 2,772 19,105 3,466 10,322 7,080 3,999 16,165 35,708 
DK 921 79 95 162 24 93 33 249 52 35 80 408 
DE 16,415 1,015 1,147 937 342 2,787 540 4,207 2,018 799 2,289 5,795 
FR 7,217 401 515 138 229 2,487 68 1,258 895 133 774 3,650 
NL 13,055 448 519 722 799 2,787 1,172 1,020 1,798 2,426 659 6,092 
AT 445 7 31 42 23 245 1 61 6 0 28 342 
PT 297 1 0 0 0 0 0 21 0 0 2 1 
UK 33,095 1,396 907 3,339 1,202 9,593 1,158 1,985 893 468 10,188 16,884 
他 8,662 673 338 311 154 1,163 494 1,521 1,418 137 2,145 2,537 
DK：デンマーク、DE：ドイツ、FR：フランス、NL：オランダ、AT：オーストラリア、PT：ポルトガル、
UK：英国 
出典）EUROSTAT, EU Direct Investment Yearbook 2002 
－ 20 － 
表 14 EU からのアジア向け FDI の国別資本構成 1998～2000 年 








































































































































































































































出典）EUROSTAT, EU Direct Investment Yearbook 2002 
－ 21 － 
また、EU からのアジア向け直接投資の国別資本構成をみると、日本が全体の 33％を占める
ほど増加しており、EU の対日本への経済関係強化の改善がみられる。次いで、ASEAN 諸国








資額が代わって 64％の増加となった。（表 16 参照） 
中国は、世界の直接投資のなかで注目され増大しているのは事実であるが、表 17 が示すよ





表 15 欧州から日本への FDI 国別動向 
単位：億円 2000 年 2001 年 2002 年
オランダ 518 8,227 3,926
ドイツ 2,797 122 1,195
ルクセンブルク 37 137 667
スイス 2,172 268 644
英国 559 1,457 314
フランス 296 134 110
ベルギー 88 402 101
イタリア 0 80 56
スウェーデン 41 14 28
チャネル諸島 0 0 25
デンマーク 18 13 7
スペイン 24 14 3
オーストリア 54 3 1
フィンランド 63 0 0
アイルランド 217 69 0
ノルウェー 1 21 0
その他 4 1 0
欧州計 6,889 10,962 7,076
出典）日本財務省より 
－ 22 － 
表 16 欧州からの日本向け FDI の産業別構成 2001～2002 年 




業種 平成 13 年度 平成 14 年度 増減率％ 
2 2 0 
食品 
352 13 －96.3 
5 1 －80 
繊維 
17 1 －94.2 
1 － 微減 ゴム・ 
皮革製品 70 － 微減 
10 20 100 
化学 
615 1,207 96.4 
3 4 33.3 
金属 
1 4 522.2 
30 22 －26.7 
機械 
419 1,343 220.3 
1 3 200 
石油 
6 604 10,381.40 
3 1 －66.7 ガラス・ 
土石製品 76 4 －94.8 
3 5 66.7 
その他 
4 4 2.5 















小  計 
1,559 3,180 103.9 
16 6 －62.5 
通信業 
7,984 12 －99.9 
－ 2 微増 
建設業 
－ 5 微増 
96 91 －5.2 商事・ 
貿易業 252 822 226.1 
51 36 －29.4 金融・ 
保険業 564 2,505 344.1 
127 65 －48.8 
サービス業 
194 472 143.2 
2 1 －50 
運輸業 
1 0 －91.3 
22 8 －63.8 
不動産業 
408 39 －90.5 
－ 4 微増 
その他 
－ 41 微増 
















9,403 3,896 －58.6 
372 271 －27.2 
合 計 
10,962 7,076 －35.5 
出典）日本財務省より 
－ 23 － 
表 17 EU からの中国への FDI 動向 2000～2002 年 
単位：100 万ドル 
案件数 契約投資額 投資実績 
 
EU 合計 シェア％ EU EU 合計 シェア％ 
2000 年 1,130 22,347 5.06 8,855.16 4,479.46 40,714.81 11.0 
2001 年 1,214 26,140 4.64 5,152.84 4,182.70 46,877.59 8.92 
2002 年 1,486 34,171 4.35 4,506.93 3,709.82 52,742.86 7.03 


















































ンにあるが、ASEAN 諸国は 1 人当りの GDP も相対的に低く、中国と比べればはるかに小さ
い。 


























注 2） CEC,Commnunication from the Commission to the Council “Towards a new Asia 
strategy”, Com(94)314 final 13. July.1994  1994 年 7 月に閣僚委員会に提出、同年採択
される。 
注 3） CEC, Communication from the Commission to the Council “Europa and Japan : next 
step” Com(95)73.final 8 March. 1995 
注 4） CEC.Communication from the Commission to the Council ”A long term policy for 
China－EU relation” Com.(95)279.final 5 Jjuly. 1995 
注 5） ガット 35 条（特定締約国間における協定の不適用）の採用により、日本に対して対日差
別（ガット 13 条 12 項の数量制限の差別的適用の禁止）と輸入数量制限（ガット 11 条 1
項の数量制限の一般的禁止）というルール違反となる。 
注 6） “Completing the Internal Market, White Paper from the Commission to the Council”, 
Luxembourg, June 1985. EC 委員会が発表。 
注 7） 1983 年 4 月、フランスはこの制限を撤廃した。 




注 9） ASEM は Asia-Europe Meeting の略で、1996 年 3 月、シンガポールのゴー・チョクトン
首相の提唱により、ASEAN7 カ国（タイ、ブルネイ、インドネシア、マレーシア、フィリ
ピン、シンガポール、ベトナム）と日・中・韓の 10 カ国、EU15 カ国とヨーロッパ委員
会の 26 のメンバーで構成 
注 10） CEC,Communication from the Commission to the Council ”Building a Comprehensive 
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